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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第21期

中間連結会計期間
第22期

中間連結会計期間
第21期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (千円) 5,860,842 7,017,623 12,283,305

経常利益 (千円) 1,400,280 1,596,577 2,797,012

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益

(千円) 879,849 975,212 1,744,164

中間包括利益又は包括利益 (千円) 903,674 909,135 1,823,747

純資産額 (千円) 7,599,201 8,593,063 8,135,426

総資産額 (千円) 12,108,170 13,576,329 12,853,173

１株当たり中間(当期)純利益金額 (円) 39.33 43.59 77.96

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

(円) 39.26 43.48 77.80

自己資本比率 (％) 62.60 63.04 63.08

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 949,806 1,100,325 1,690,380

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △104,620 △62,017 △550,517

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △279,647 △458,568 △732,761

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 7,388,163 7,809,466 7,229,727
 

(注)　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

 

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありませ

ん。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）における我が国経済は、雇用・所得環境が改善するな

か、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されております。一方、中東情勢や自然災害の影響

が、景気を下押しするリスクとなっており、金融資本市場の変動等の影響に注意が必要な状況にあります。

当社グループの関連業界である住宅関連業界においては、賃貸住宅の新設着工戸数は、足元、若干の持ち直しの

動きがみられております。

このような事業環境のもと、当社グループはこれまで培ってきた家賃債務保証のノウハウを活かし、家賃債務保

証を含む様々な分野における独自のサービスの開発・提案・販売に取り組んでまいりました。

当中間連結会計期間の連結売上高に関しては、保証事業の売上高は6,040,802千円(前年同期比12.4％増)、ソ

リューション事業の売上高は391,242千円(前年同期比19.5％減)、ITサービスの売上高は585,578千円（前年同期比

－）となり、合計で7,017,623千円(前年同期比19.7％増)となりました。これは、家賃債務保証において、ソリュー

ションサービスからの切替や新規契約数の増加により、初回保証料及び更新保証料が伸長し、医療費用保証及び介

護費用保証においては、新規開拓が進むとともに既存先からの契約についても順調に伸びたことによります。ま

た、ITサービスについては、2026年１月にキャロルシステム株式会社を連結子会社化したことによります。

営業利益に関しては、保証事業の増収に伴い管理会社への業務委託手数料、家賃決済に係る手数料等の増加は

あったものの、貸倒費用が安定的に推移するなど、その他の費用を一定水準に抑制できたことにより、1,582,988千

円(前年同期比14.0％増)となり、経常利益は1,596,577千円(前年同期比14.0％増)、親会社株主に帰属する中間純利

益は975,212千円(前年同期比10.8％増)となりました。

なお、当社グループは総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

 
(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当中間連結会計期間末における総資産は13,576,329千円となり、前連結会計年度末に比べ723,155千円増加とな

りました。

流動資産は、11,871,290千円となり、前連結会計年度末に比べ810,694千円増加となりました。これは、現金及

び預金が579,739千円、立替金が538,194千円、貸倒引当金が375,869千円増加したことなどによります。

固定資産は、1,705,038千円となり、前連結会計年度末に比べ87,538千円減少となりました。これは、無形固定

資産が41,941千円、投資その他の資産が49,559千円減少したことなどによります。

 
②　負債の部

当中間連結会計期間末における負債合計は、4,983,266千円となり、前連結会計年度末に比べ265,519千円増加

となりました。

流動負債は、4,759,663千円となり、前連結会計年度末に比べ253,708千円増加となりました。これは、前受収

益が236,400千円増加したことなどによります。

固定負債は、223,602千円となり、前連結会計年度末に比べ11,811千円増加となりました。これは、資産除去債

務が7,672千円、その他固定負債が4,138千円増加したことなどによります。
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③　純資産の部

当中間連結会計期間末における純資産合計は、8,593,063千円となり、前連結会計年度末に比べ457,636千円増

加となりました。これは、配当の支払により458,646千円減少したものの、親会社株主に帰属する中間純利益

975,212千円を計上したことにより、利益剰余金が増加したことなどによります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、7,809,466千円となり、前中

間連結会計期間末と比べ421,302千円増加となりました。当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。

 
　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、1,100,325千円（前中間連結会計期間は949,806千円の増加）となりました。主

な増加要因は、税金等調整前中間純利益1,596,577千円、貸倒引当金の増加額375,869千円、前受収益の増加額

243,100千円などであります。一方、主な減少要因は、立替金の増加額538,194千円、法人税等の支払額599,474千

円などであります。

 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、62,017千円（前中間連結会計期間は104,620千円の減少）となりました。主な減

少要因は、有形及び無形固定資産の取得による支出41,775千円、差入保証金の差入による支出20,590千円などで

あります。

 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、458,568千円（前中間連結会計期間は279,647千円の減少）となりました。主な

減少要因は、配当金の支払額458,568千円であります。

 

 
(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新たに生じた事項

はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 従業員数

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 22,373,222 22,373,222
東京証券取引所
スタンダード市場

　権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であ
り、単元株式数は100株であり
ます。

計 22,373,222 22,373,222 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 

決議年月日 2026年７月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　２

新株予約権の数(個)　※ 42　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株)　※

普通株式
4,200　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ １

新株予約権の行使期間　※
2026年８月14日～
2056年８月13日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)　※

発行価格　　947
資本組入額　474

新株予約権の行使の条件　※

新株予約権の割当てを受けたものは、行使期間内において、当社の取締
役の地位を喪失した日の翌日から10日を経過する日までに限り、新株予約
権を一括して行使できるものとする。
その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けたものとの間で締結
した「新株予約権割当契約書」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 新株予約権の譲渡、担保権の設定、その他の処分は認めない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項　※

(注)２
 

 ※　新株予約権証券の発行時（2026年８月14日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

    ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または

株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のう

ち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる

１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝調整前付与株式数×分割・併合の比率
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２．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう

え、行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記２．(3)に従って決定される当該新株予約権の目

的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記表「新株予約権の行使期間」の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記

表「新株予約権の行使期間」の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

下記に準じて決定する。

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記２．(6)①記載

の資本金等増加限度額から、上記２．(6)①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上記表「新株予約権の行使の条件」に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

下記に準じて決定する。

①　当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計

画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株

主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定

める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②　新株予約権者が権利行使をする前に、上記表「新株予約権の行使の条件」に従い本新株予約権の行使

ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年９月30日 ― 22,373,222 ― 1,049,527 ― 836,096
 

 
(5) 【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

Prestige International（S）Pte. Ltd.
(常任代理人　みずほ証券株式会社)

583 ORCHARD ROAD, #09-03 FORUM,
SINGAPORE

12,707,594 56.80

桑原　豊 東京都港区 820,728 3.67

榊原　三郎 神奈川県横浜市中区 525,300 2.35

株式会社桑原トラスト 東京都港区南麻布４丁目５－63 500,000 2.23

株式会社トリニティジャパン 東京都品川区上大崎３丁目１－１ 334,000 1.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区赤坂１丁目８番１号 216,800 0.97

榊原　幸子 神奈川県横浜市中区 128,700 0.58

青島　正章 東京都渋谷区 123,600 0.55

株式会社日本カストディ銀行　　　　
(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８－12 106,700 0.48

BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNYM GCM
CLIENT ACCTS M ILM FE
（常任代理人　株式会社三菱UFJ銀行）

2 KING EDWARD STREET, LONDON EC1A
1HQ UNITED KINGDOM

104,331 0.47

計 － 15,567,753 69.58
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 100

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

223,343
　権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式であり、単元株式
数は100株であります。

22,334,300

単元未満株式
普通株式

― ―
38,822

発行済株式総数 22,373,222 ― ―

総株主の議決権 ― 223,343 ―
 

　(注)「単元未満株式」には、自己株式99株を含めて記載しております。

 

② 【自己株式等】

2026年９月30日現在
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所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社イントラスト

東京都千代田区麹町一丁目
４番地

100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,229,727 7,809,466

  売掛金 387,132 368,382

  立替金 6,048,255 6,586,450

  仕掛品 78,664 43,589

  その他 594,236 716,691

  貸倒引当金 △3,277,419 △3,653,288

  流動資産合計 11,060,596 11,871,290

 固定資産   

  有形固定資産 230,143 234,106

  無形固定資産   

   のれん 467,747 436,459

   その他 245,500 234,846

   無形固定資産合計 713,247 671,305

  投資その他の資産 849,186 799,626

  固定資産合計 1,792,577 1,705,038

 資産合計 12,853,173 13,576,329
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 189,355 167,741

  未払法人税等 634,124 658,243

  前受収益 2,341,969 2,578,370

  賞与引当金 131,846 139,321

  保証履行引当金 868,226 835,558

  その他 340,433 380,428

  流動負債合計 4,505,955 4,759,663

 固定負債   

  資産除去債務 93,712 101,384

  その他 118,078 122,217

  固定負債合計 211,791 223,602

 負債合計 4,717,746 4,983,266

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,049,527 1,049,527

  資本剰余金 836,096 836,096

  利益剰余金 6,119,204 6,635,768

  自己株式 △164 △164

  株主資本合計 8,004,663 8,521,227

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 103,147 37,070

  その他の包括利益累計額合計 103,147 37,070

 新株予約権 27,616 34,765

 純資産合計 8,135,426 8,593,063

負債純資産合計 12,853,173 13,576,329
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

売上高 5,860,842 7,017,623

売上原価 3,171,248 4,021,579

売上総利益 2,689,594 2,996,043

販売費及び一般管理費 ※１  1,300,874 ※１  1,413,055

営業利益 1,388,720 1,582,988

営業外収益   

 受取利息 7,657 12,661

 有価証券利息 554 554

 受取配当金 1,406 1,843

 雑収入 2,324 2,453

 営業外収益合計 11,941 17,512

営業外費用   

 固定資産除却損 ― 0

 投資事業組合運用損 381 3,922

 営業外費用合計 381 3,922

経常利益 1,400,280 1,596,577

税金等調整前中間純利益 1,400,280 1,596,577

法人税、住民税及び事業税 526,118 623,227

法人税等調整額 △5,686 △1,862

法人税等合計 520,431 621,365

中間純利益 879,849 975,212

非支配株主に帰属する中間純利益 ― ―

親会社株主に帰属する中間純利益 879,849 975,212
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

中間純利益 879,849 975,212

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 23,825 △66,076

 その他の包括利益合計 23,825 △66,076

中間包括利益 903,674 909,135

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 903,674 909,135

 非支配株主に係る中間包括利益 ― ―
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 1,400,280 1,596,577

 減価償却費 65,924 69,345

 のれん償却額 11,543 31,288

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 254,649 375,869

 賞与引当金の増減額（△は減少） 9,108 7,475

 保証履行引当金の増減額（△は減少） 48,946 △32,667

 受取利息及び受取配当金 △9,617 △15,058

 固定資産除却損 ― 0

 売上債権の増減額（△は増加） △12,355 18,750

 棚卸資産の増減額（△は増加） ― 35,074

 前払費用の増減額（△は増加） △43,604 △120,301

 未収入金の増減額（△は増加） 1,099 △3,264

 立替金の増減額（△は増加） △428,298 △538,194

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,876 △21,613

 未払金の増減額（△は減少） 17,436 16,393

 前受収益の増減額（△は減少） 157,389 243,100

 その他 3,198 21,968

 小計 1,471,824 1,684,740

 利息及び配当金の受取額 9,618 15,059

 法人税等の支払額 △531,636 △599,474

 営業活動によるキャッシュ・フロー 949,806 1,100,325

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △106,492 △41,775

 投資事業組合からの分配による収入 1,983 ―

 出資金の払戻による収入 30 ―

 差入保証金の差入による支出 △335 △20,590

 差入保証金の回収による収入 193 348

 投資活動によるキャッシュ・フロー △104,620 △62,017

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 自己株式の取得による支出 △37 ―

 配当金の支払額 △279,609 △458,568

 財務活動によるキャッシュ・フロー △279,647 △458,568

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 565,538 579,739

現金及び現金同等物の期首残高 6,822,625 7,229,727

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  7,388,163 ※１  7,809,466
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

偶発債務

保証債務

家賃保証等に係る保証極度相当額は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

保証極度相当額 829,003,211千円 820,515,294千円
 

 

(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

給与及び賞与 254,907千円 298,241千円

賞与引当金繰入額 46,754〃 59,397〃

貸倒引当金繰入額 388,737〃 407,782〃

保証履行引当金繰入額 48,946〃 △32,667〃

退職給付費用 7,181〃 10,793〃
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

現金及び預金 7,388,163千円 7,809,466千円

現金及び現金同等物 7,388,163千円 7,809,466千円
 

 
(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月９日
取締役会

普通株式 279,663 12.50 2025年３月31日 2025年６月９日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月29日
取締役会

普通株式 391,527 17.50 2025年９月30日 2025年12月８日 利益剰余金
 

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月13日
取締役会

普通株式 458,646 20.50 2026年３月31日 2026年６月８日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年10月29日
取締役会

普通株式 581,698 26.00 2026年９月30日 2026年12月７日 利益剰余金
 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自 2025年４月１日 至 2025年９月30日)

当社グループの事業は、総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間(自 2026年４月１日 至 2026年９月30日)

当社グループの事業は、総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当社グループは、総合保証サービス事業の単一セグメントであるため、サービス別に記載しております。

 

 (単位：千円)

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

サービス別   

保証サービス 370,699 405,360

ソリューションサービス 485,969 391,242

ITサービス ― 585,578

顧客との契約から生じる収益 856,668 1,382,181

その他の収益   

　保証サービス 5,004,174 5,635,441

外部顧客への売上高 5,860,842 7,017,623
 

（注）顧客との契約から生じる収益を構成する保証サービスは、保証事務及び収納代行サービス等であり、

 その他の収益を構成する保証サービスは、主に家賃等を保証するサービスであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　至 2026年９月30日)

(1) １株当たり中間純利益金額 39円33銭 43円59銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益(千円) 879,849 975,212

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
中間純利益(千円)

879,849 975,212

普通株式の期中平均株式数(株) 22,373,037 22,373,023

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 39円26銭 43円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 36,491 53,417

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連
結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

 
２ 【その他】

2026年５月13日開催の取締役会において、第21期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）期末配当に関し、次

のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 　　458,646千円

②　１株当たりの金額      　                      　 　20円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 　      2026年６月８日

 
(注)2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 
また、2026年10月29日開催の取締役会において、第22期（2026年４月１日から2027年３月31日まで）中間配当に関

し、次のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額                                     581,698千円

②　１株当たりの金額                                    26円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日          2026年12月７日

 
(注)2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
　

２０２６年１１月１２日

株式会社イントラスト

取締役会  御中

 

EY新日本有限責任監査法人

　東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 廣　　瀬　　美 智 代

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 佐　　藤　　勝　　俊

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イ

ントラストの２０２６年４月１日から２０２７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２６年４月

１日から２０２６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イントラスト及び連結子会社の２０２６年９月３０

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
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められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
　

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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